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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第30期 

第３四半期累計期間 
第29期 

会計期間 
自2020年８月１日 
至2021年４月30日 

自2019年８月１日 
至2020年７月31日 

売上高 （千円） 611,944 702,709 

経常利益 （千円） 243,376 127,750 

四半期（当期）純利益 （千円） 163,563 99,010 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － 

資本金 （千円） 64,850 64,850 

発行済株式総数 （株） 1,054,000 527,000 

純資産額 （千円） 603,816 440,252 

総資産額 （千円） 765,413 515,720 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 155.18 93.93 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － 

１株当たり配当額 （円） － － 

自己資本比率 （％） 78.9 85.4 

 

回次 
第30期 

第３四半期会計期間 

会計期間 
自2021年２月１日 
至2021年４月30日 

１株当たり四半期純利益 （円） 20.73 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

５．当社は、第29期第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第29期第３四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

６．当社は、2021年３月20日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。 
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２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会 

社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の新規上場申請のための有価

証券報告書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。なお、当社

は、前第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は

行っておりません。 

 

(1）財政状態の状況 

（流動資産）

 当第３四半期会計期間末における流動資産は前事業年度末より247,962千円増加し、658,627千円となりまし

た。主な増加要因は、学生イベントが順調に開催できたことから現金及び預金が217,110千円増加したほか売掛

金も40,710千円増加したことなどによるものであります。

（固定資産）

 当第３四半期会計期間末における固定資産は前事業年度末より1,730千円増加し、106,786千円となりました。

主な増加要因は、「理工系学生合説システム」を改修したため無形固定資産の「その他」が8,037千円増加した

ことなどによるものであります。

（流動負債） 

 当第３四半期会計期間末における流動負債は前事業年度末より86,549千円増加し、161,092千円となりまし

た。主な増加要因は、利益計上のため未払法人税等が43,011千円増加したほか買掛金が25,451千円増加したこと

などによるものであります。

（固定負債） 

 当第３四半期会計期間末における固定負債は前事業年度末より420千円減少し、504千円となりました。これ

は、固定負債の「その他」の減少420千円によるものであります。

（純資産）

 当第３四半期会計期間末における純資産は前事業年度末より163,563千円増加し、603,816千円となりました。

これは、四半期純利益の計上により、利益剰余金が163,563千円増加したことによるものであります。

 

（2）経営成績の状況 

 当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、2020年１月より世界に広がった新型コロナウイルス感染症の影

響により、依然として世界経済の先行きに関して不透明な状況が続いております。

 当社の事業領域である人材・就職支援業界においては、新型コロナウイルス感染症の拡大以前は、求人企業の

採用意欲は旺盛であり、就活イベント等が各地で開催されておりましたが、2020年２月の後半からイベント等の

自粛に伴う中止・延期等が頻発いたしました。また、2021年２月の有効求人倍率が1.04倍（前年同月は1.38倍。

厚生労働省調査）、完全失業率が2.9％（前年同月は2.4％。総務省統計局調査）を記録するなど、新型コロナウ

イルス感染症の影響が顕在化しております。

 このような環境のなか、当社は、事業の柱である「高専生のための合同会社説明会」、「理工系業界研究セミ

ナー」等の就職活動イベントの企画・運営・実施に取組みました。また、新たな取組みとして、本格的な就職活

動が始まる前に業界研究・企業理解を行う場としてオンライン形式で「KOSEN meetup company」をスタートし、

また、高等専門学校の特徴、教職員の専門教科、高専生の研究結果の発表、高専生の就職先企業での活躍などの

情報発信を目的としたWEBマガジン「月刊高専」の充実を図りました。

 この結果、当第３四半期累計期間の売上高は611,944千円、営業利益は235,739千円、経常利益は243,376千

円、四半期純利益は163,563千円となっております。

 なお、当社は、主たる事業である学生イベントの開催日が第２、第３四半期会計期間に集中する傾向があり、

通常、第２、第３四半期会計期間の売上高は第１、第４四半期会計期間の売上高と比べて著しく増加する傾向に

あります。 

 また、当社は学生イベント事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。 

 

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定 

 新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありま

せん。
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（4）経営方針・経営戦略等 

 当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題 

 当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

 

（6）研究開発活動 

 該当事項はありません。

 

（7）経営成績に重要な影響を与える要因 

 当第３四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありませ

ん。 

 

（8）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当第３四半期累計期間において、当社の資本の財源及び資金の流動性についての分析について重要な変更はあ

りません。 
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３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 4,200,000 

計 4,200,000 

 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（2021年４月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2021年６月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 1,054,000 1,054,000 非上場 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。 

計 1,054,000 1,054,000 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

2021年２月１日～ 

2021年４月30日 
527,000 1,054,000 － 64,850 － 14,850 

 （注）株式分割（１：２）によるものであります。 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2021年４月30日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式

等） 
－ － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式

等） 
－ － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   1,054,000 10,540 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あり、単元株式数は100株で

あります。 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 1,054,000 － － 

総株主の議決権 － 10,540 － 

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第63号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第211条第６項の規定に基づき、第３四半期会計期間

（2021年２月１日から2021年４月30日まで）及び第３四半期累計期間（2020年８月１日から2021年４月30日ま

で）に係る四半期財務諸表について、如水監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

 

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

 当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前

年同四半期との対比は行っておりません。

 

2021/07/26 22:22:14／21782104_メディア総研株式会社_公開申請書類（第３四半期）

- 8 -



１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

（2020年７月31日） 
当第３四半期会計期間 
（2021年４月30日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 371,627 588,738 

売掛金 17,805 58,516 

商品 1,016 － 

仕掛品 4,070 3,743 

貯蔵品 741 329 

その他 15,840 9,212 

貸倒引当金 △438 △1,913 

流動資産合計 410,664 658,627 

固定資産    

有形固定資産 34,466 31,058 

無形固定資産    

のれん 5,801 4,666 

その他 8,794 16,832 

無形固定資産合計 14,595 21,498 

投資その他の資産 55,993 54,229 

固定資産合計 105,056 106,786 

資産合計 515,720 765,413 

負債の部    

流動負債    

買掛金 3,154 28,606 

未払法人税等 13,598 56,609 

賞与引当金 4,154 10,422 

その他 53,635 65,453 

流動負債合計 74,543 161,092 

固定負債 924 504 

負債合計 75,468 161,597 

純資産の部    

株主資本    

資本金 64,850 64,850 

資本剰余金 14,850 14,850 

利益剰余金 360,552 524,116 

株主資本合計 440,252 603,816 

純資産合計 440,252 603,816 

負債純資産合計 515,720 765,413 
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円） 

 
当第３四半期累計期間 
（自2020年８月１日 
至2021年４月30日） 

売上高 611,944 

売上原価 112,396 

売上総利益 499,547 

販売費及び一般管理費  

役員報酬 65,234 

給料及び手当 61,716 

賞与引当金繰入額 8,226 

貸倒引当金繰入額 1,475 

その他 127,154 

販売費及び一般管理費合計 263,807 

営業利益 235,739 

営業外収益  

受取給付金 6,537 

その他 1,098 

営業外収益合計 7,636 

経常利益 243,376 

特別損失  

新型コロナウイルス感染症による損失 483 

特別損失合計 483 

税引前四半期純利益 242,893 

法人税等 79,329 

四半期純利益 163,563 
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り） 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響について、今後の収束時期等を正確に予測することは困難

な状況にありますが、当第３四半期の四半期財務諸表作成日現在においては当社の事業活動への影響は軽微と

想定しております。 

 そのため、当社が当第３四半期の四半期財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積りについては、新型

コロナウイルス感染症による重要な影響はないものとの仮定を置いております。 

 しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、今後長期化した場合や深刻

化した場合は、当社の経営成績、財政状態及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。 
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（四半期貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（四半期損益計算書関係）

業績の季節的変動 

 当社は、主たる事業である学生イベントの開催日が第２、第３四半期会計期間に集中する傾向があり、通

常、第２、第３四半期会計期間の売上高は第１、第４四半期会計期間の売上高と比べて著しく増加する傾向に

あります。 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

ります。 

 
当第３四半期累計期間 
（自2020年８月１日 
至2021年４月30日） 

減価償却費 6,363千円 

のれんの償却額 1,135千円 
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（セグメント情報等）

当第３四半期累計期間（自 2020年８月１日 至 2021年４月30日）

 当社は、学生イベント事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第３四半期累計期間 
（自2020年８月１日 
至2021年４月30日） 

１株当たり四半期純利益 155円18銭 

（算定上の基礎） － 

四半期純利益（千円） 163,563 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 163,563 

普通株式の期中平均株式数（株） 1,054,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

事業年度末から重要な変動があったものの概要 

 

－ 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場である

ため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

２．当社は、2021年２月19日開催の当社取締役会の決議に基づき、2021年３月20日付で普通株式１株につき２株

の割合で株式分割を行っております。期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を

算定しております。 

 

２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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